
 

    地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令の告示  

                              

● 第３条第１項に規定する総務大臣の定める区分及び総務大臣の定める額を定める件  

                    （令和６年１月２５日総務省告示第１９号）  

  特例政令第３条第１項に規定する総務大臣の定める区分は、次の表の左欄に掲げる区分

 とし、同項に規定する総務大臣の定める額は、当該区分に応じ同表の右欄に定める額とし、

 令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの間に締結される調達契約について適用す 

る。 

区 分                                  額 

 

 物品等の調達契約      ３，６００万円 

 特定役務のうち建設工事の調達契約   ２７億２，０００万円 

 特定役務のうち建築のためのサービス、エンジニアリン 

 グ・サービスその他の技術的サービスの調達契約 

 

   
２億７，０００万円

  

 特定役務のうち上記以外の調達契約      ３，６００万円 

 

● 第３条第１項に規定する総務大臣の定めるところにより算定した額を定める件  

                    （平成７年１２月８日自治省告示第２０８号）

  特例政令第３条第１項に規定する総務大臣の定めるところにより算定した額は、次のと

 おりとする。 

  １月当たりの予算賃借料又は特定役務の予定価格に４８を乗じて得た額  

 

● 第１１条第１項第６号に規定する総務大臣の定める要件を定める件 

                    （平成７年１２月８日自治省告示第２０９号）

  特例政令第１１条第１項第６号に規定する総務大臣の定める要件は、次のとおりとする。 

  １ 複数の審査員の合議により審査されること。  

  ２  次に掲げる者は建築物の設計に係る案の提出（以下「提案」という。）を行うこと

   ができないこと。 

   イ 審査員 

   ロ  審査員が自ら主宰し又は役員若しくは顧問として関係する法人その他の組織及び

    当該組織に所属する者  

   ハ 提案に関する事務を担当する特定地方公共団体の部局の職員  

  ３ 提案の要請を行うに際し、次に掲げる事項が公示されること。  

   イ 提案に係る建築物の設計の内容  

   ロ 提案を行う者に必要な資格  

   ハ 提案に係る質問を受け付ける場所  

   ニ 提案の場所及び日時  

   ホ 審査員の氏名 

   ヘ 審査を行う日 

  ４ 審査結果が理由を付して公表されること。  


